
          　         人 事 行 政 の 運 営 等 の公 表

平成２２年度における館林衛生施設組合職員の任免や勤務時間その他の勤務条件の

ます。

状況などについて、住民の皆さんに一層のご理解をいただけるよう、そのあらましをお知らせいた

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）　採用試験の実施状況

※採用試験実施なし

（２）　職員の任用状況

・昇任の状況

※平成２２年度は、昇任した職員はおりませんでした。

（３）　再任用制度の実施状況

　 再任用制度は、本格的な高齢化社会に対応し、高齢者の知識・経験を社会において活用していくとともに、年金

制度の改正にあわせ、６０歳台前半の生活を雇用と年金の連携により支えることを目的として、６０歳台前半に公務

内で働く意欲と能力のある者で当該地方公共団体の定年退職者等を再び任用することができる制度です。本組合

においても、地方公務員法の規定に基づき、館林衛生施設組合職員の再任用に関する条例を平成１３年４月１日

（４）　職員の離職状況・・・退職した職員の退職事由別状況です。

分限免職 懲戒免職

0 0 0 0 0退職者数 0

退職区分 定年退職 勧奨退職 死亡退職

から施行しておりますが、現在はこの条例による採用実績はありません。

（単位：人）

普通退職

（５）　職員の在職状況・・・平成２２年４月１日の年齢階層別・職種別職員数です。

0 0 0 0 0 1

0 0 0 0 1 1

0 1 1 1 0

一般行政職 2

28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳

技能労務職 0

（単位：人）

区　　　分 20歳未満 20～23歳 24～27歳

56～59歳 60歳以上 合　　計

一般行政職 6

区　　　分 44～47歳 48～51歳 52～55歳

0 1 0 1 0

（６）　定員管理の状況

技能労務職 3

　わが国においては、国地方を通じての財政構造改革の推進が求められるとともに、地方分権の推進が実行の段

階を迎えつつあります。こうした状況の中、財政の健全化を図りつつ、増加が見込まれる新たな行政需要に的確に

対応していくためには、継続的に行政改革に取り組むとともに、必要な人員を適正に配置していく定員管理が必要と

なります。

◆部門別職員数の状況　（各年４月１日現在） （単位：人）

8 8 9

なります。

区　　　分 平成２０年度 平成２１年度 平成２2年度
平成21年から平成22年の
主　な　増　減　理　由

一般行政部門 新事業に係る業務増に伴う増



２　職員の給与の状況

（平成２２年度一般会計決算）

（平成２２年度一般会計当初予算）

280,996 千円　 68,007 千円　 24.2 %

  （２）　職員給与費の状況

   （１）　人件費の状況

歳   出  額  (A) 人  件  費  (B) 人件費率 (B)/(A)

１人当たりの給与費
職員数

給　　　　  　　　与 　　　  　　　費

※職員手当には、退職手当は含みません。

（３）　職員の初任給の状況

１人当たりの給与費

給    料 職員手当 期末勤勉手当 計 (B) (B)/(A)

9 人 34,844 千円 5,995 千円 13,279 千円

職員数(A)
給 与 費

区　　　　分
一 般 行 政 職

大 学 卒 高 校 卒

54,118 千円 6,013 千円

（４）　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況

大 学 卒 高 校 卒

館林衛生施設組合 172,200 円 140,100 円

国
一種 181,200 円

140,100 円
二種 172,200 円

般 政 歳

区　　　　　　分 平均給料月額 平均給与月額 平 均 年 齢

（注１）給与月額とは、給料月額に扶養手当などの諸手当を加えたものです。

（５）　職員の経験年齢別平均給料月額の状況

一 般 行 政 職 347,920 千円 402,750 千円 47.6 歳 

（単位：円）

年 満 年 年 満 年 年 満

技 能 労 務 職 259,600 千円　 310,485 千円　 42.0 歳 

15年以上20年未満区　　　　分 ５年未満 ５年以上10年未満 10年以上15年未満

314,800  

平均給料月額
（技能労務職）

0  234,600  270,200  

平均給料月額
（一般行政職）

0  269,600  

370,100  390,560  424,678  

20年以上25年未満 25年以上30年未満 30年以上35年未満 ３５年以上

0  0  0  372,700  



（６）　職員手当の状況

◆期末・勤勉手当及び退職手当

区　　　　　　分
支　　給　　割　　合

期  　　末 勤  　　勉

期 末 ・

6 月期
1.２５月分 ０.７０月分

（1.１０月分） （０.８５月分）

期
1.５０月分 ０.７０月分期     末 

勤勉手当
12月期

月分 月分

（1.２５月分） （０.９５月分）

計
２.７５月分 1.４０月分

（２.３５月分） （1.８０月分）

４７５０月分 5９２８月分

区　　　　　　分
支　　給　　割　　合

自己都合退職 勧奨退職

最高限度額 ５９.２８月分 ５９.２８月分

勤続３０年

※期末勤勉手当の表中の（　）内は、課長職以上の支給割合です。

　　また、期末・勤勉手当及び退職手当の支給割合は国と同じです。

４７.５０月分 5９.２８月分

勤続2５年 ３３.５０月分 ４１.３４月分

勤続20年 ２３.５０月分 ３０.５５月分

退職手当
勤続３０年

◆扶養手当等

歳 歳 算

配偶者：１３，０００円

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人：１１，０００円

配偶者以外の扶養親族：６，５００円
扶養手当 同　　　　じ

区　分
館　　林　　衛　　生　　施　　設　　組　　合 国

種　類

16歳から２２歳までの子（加算分）：５，０００円

（貸家の場合）

月額２３，０００円以下家賃から１２，０００円を除いた額を支給

月額２３，０００円超： 家賃から２３，０００円を除いた額の２分の１に

１１，０００円を加算した額を支給（ただし、最高支給限度額２７，０００円）

自転車などの交通用具使用者の場合

住居手当 同　　　　じ

自転車な 交通用具使用者 場合

片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満：２，０００円

片道 １０ｋｍ以上１５ｋｍ未満：６，５００円

片道 １５ｋｍ以上２０ｋｍ未満：８，９００円

片道 ２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満：１１，３００円

片道 ５ｋｍ以上１０ｋｍ未満：４，１００円

片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満：１３，７００円

片道 ３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満：１６ １００円

片道 ５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満：２３，６００円

片道 ６０ｋｍ以上：２４，５００円

片道 ３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満：１８，５００円

片道 ４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満：２０，９００円

片道 ３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満：１６，１００円

同　　　じ

片道 ５０ｋｍ以上５５ ｍ未満：２２，７００円

通勤手当

片道 ４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満：２１，８００円

交通機関利用者の場合

ただし、最高支給限度額（１か月あたり）：５５，０００円

６か月定期券等の価格による一括支給



（７）　一般行政職の級別職員数の状況

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 計

主　幹 局長

４　級 ５　級 ６　級 ７　級

0 人 

0% 

８　級

標 準 的 な
職務の内容

主事補 主　事
主　査
主　任

係　長
係長代理

1 人 0 人 職　員　数 0 人 0 人 3 人 

構　成　比 0% 0% 50.0%

2 人 0 人 

33.3% 0% 16.7% 0% 

職員数
６人

構成比
１００％

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

◆勤務時間

勤  務  の
開始時間

勤  務  の
終了時間

休 憩 時 間

３８時間45分 ７時間45分 8時30分 17時15分
12時00分から
13時00分まで

１週間の正規の
勤  務  時  間

１日の正規の
勤 務 時 間

◆年次有給休暇

（年次有給休暇の取得状況）

　年次有給休暇は、労働者の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図ることを目的として、労働者が労働基

準法第39条の諸規定に従って与えられる有給の就労義務免除の休息です。　また、年次有給休暇は一年間に

２０日間付与されますが、請求権発生後2年以内に権利を行使しなければ時効により消滅し、時効で消滅しない

限り翌年に繰り越されます。

360 日 108 日 9 人 12.0

総付与日数 総取得日数 全対象職員数 平均取得日数 平均消化率

30.0%

※全対象職員は、平成２２年1月1日から同年12月31日までの全期間在職した職員（中途採用・退職・休業職

員等を除く）また、総付与日数は平成２２年１月１日現在において各職員に付与された日数（前年からの繰越分

を含む。）を全対象職員にわたって合計したものです。

◆特別休暇

- -選挙等の公民権の行使のための休暇

証人 参考人等による裁判所等 の出頭のための休暇

　特別休暇は、特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合として、条例・規則で定めている休

暇であり、年次休暇、病気休暇、介護休暇以外の総称です。特別休暇は、その目的に従って与える休暇である

ことから、事前に申請をして承認を受ける必要があります。

特　別　休　暇　の　種　類 取得件数 延べ日数

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

骨髄液の提供・登録のための休暇

ボランティア活動のための休暇

証人、参考人等による裁判所等への出頭のための休暇

生後１年未満の子の養育のための休暇

職員の妻の出産

職員の結婚休暇

職員の出産（産前産後休暇）

- -

- -

- -

- -

- -

職員の妻の出産前後の際の子の養育のための休暇

妊婦検診のための休暇

１５年以内に行われる父母の追悼行事のための休暇

夏季における盆等の諸行事への参加、心身の健康維持
び増進 ため 休暇

9 27

未就学児童の看護のための休暇

忌引 3  17  

要介護者の介護のための休暇

- -

- -

- -

及び増進のための休暇
9 27

災害時における退勤途上の危険回避のための休暇

天災による住居の滅失又は損壊による休暇

天災・事故等により出勤が困難な場合の休暇



◆育児休業及び部分休業

　乳幼児又は幼児を有する職員の申出により、その職員が育児のために一定期間休業することを認めるもの

です。なお、育児休業は、出生後子が３歳に達するまでの期間です。

　また、部分休業は、公務の運営に支障がないと認めるときは、子の養育のため、１日の勤務時間の一部を勤

務しないことを承認することができるものです。

※平成２２年度は、育児休業及び部分休業を取得した職員はおりませんでした。

◆介護休暇

　高齢化、核家族化、女性の社会進出等の変化の中で、職員が家族を介護しなければならなくなった場合に

は、肉体的、精神的に職業生活と介護という二重の負担がかかることとなり、やむなく離職に至ることとなりか

ねません。介護休暇は、このような事態を回避するために、一定期間の休暇を認めることにより、職員の離職

を回避し、その後の十分な勤務を確保するための休暇です。

　　また、介護休暇は、介護者の介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する１８０日の期間内におい

て必要と認められる期間を与えることができます。

※平成２２年度は 介護休暇を取得した職員はおりませんでした

◆病気休暇

※平成２２年度は、介護休暇を取得した職員はおりませんでした。

　病気休暇は、職員が負傷又は疾病のために療養する必要があり、その勤務をしないことがやむを得ないと認

められる場合に、９０日を超えない範囲において、医師の証明書等に基づき任命権者が必要と認める期間を与

えるものです。

　なお、病気休暇は、結核性の疾病や公務に起因する疾病等により、その取り扱いが異なります。

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

◆分　限

※平成２２年度は、病気休暇を取得した職員はおりませんでした。

　職員が一定の事由によって職務を十分に果たすことが期待できない場合、あるいは職制若しくは定数の改廃

又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合に、本人の意に反してその身分に不利益な変動をもたらす

◆懲　戒

処分を分限処分と言います。

分限処分には、免職、休職、降任、降給の４種類があります。

　職員の一定の義務違反に対して、任命権者が特別権力関係に基づき、その職員の責任を追及して行う制裁
であり、公務における規律と秩序を維持することを目的として行われる不利益処分です。懲戒処分には、免
職、停職、減給、戒告の４種類があり、これ以外の懲戒処分はありません。
ただし、非行の内容、程度、その他の事情等を総合的に判断した結果、懲戒処分とするには至らない軽微な義

５　職員の服務の状況

◆地方公務員の服務規律の概要

務違反に対して、文書や口頭により将来に向け注意を与える場合があります。

※平成２２年度においては、分限及び懲戒処分はありませんでした。

　服務は、職員が当該職務に服することを言いますが、憲法第１５条第２項に「すべて公務員は、全体の奉仕

者であって、一部の奉仕者ではない」と規定されており、これに基づき地方公務員法では服務の根本基準を

「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙

げてこれに専念しなければならない」（地方公務員法第３０条）と定めております。この根本基準の具体的な規

定として、次のような服務上の義務が地方公務員法で定められております。



（地方公務員法に定められている職員の義務）

条　　　　文 事　　　　項 区　　　分

３ １ 条 服務の宣誓 身分上

３ ２ 条 法令等及び上司の命令に従う義務 職務遂行上

３ ３条 信用失墜行為の禁止 身分上

３ ４ 条 秘密を守る義務 身分上

３ ５ 条 職務に専念する義務 職務遂行上

◆職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況

３ ６ 条 政治的行為の制限 身分上

３ ７ 条 争議行為等の禁止 身分上

３ ８ 条 営利企業等の従事制限 身分上

（主な免除事由）
・各種研修会への参加

６　職員の研修の状況

◆　研修の実施状況

職員研修は地方公務員法第39条に基づき職員の公務能率向上と人材育成を目的に職員研修を実施しております。

・各種健康診断の受診

・地方公務員法第４２条に基づいて実施される厚生事業への参加

※群馬県一般廃棄物処理施設等連絡協議会研修並びにその他各種研修に参加しており、また、職場研修を実施

お ます

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

◆　職員の健康の保持増進対策

・健康診断

健康診断等
の　種　類

子宮がん・乳がん検診、胃がん・大腸がん検診、定期健康診断、
破傷風予防接種、短期人間ドック、脳ドック、

　しております。

・生活習慣病対策

・レクリエーションの実施状況 （館林市職員共済会の事業に参加しております）

   群馬県市町村職員共済組合で３０歳以上の職員を対象にして実施している子宮がん・乳がん・胃がん・大腸がん

の各検診を希望する職員を対象に実施しております。

・喫煙対策

職場内は完全分煙を実施しております。

◆災害補償の実施状況　

（公務災害補償の概要）

事　業　名 チャリティーボウリング大会

　地方公務員法において「職員が公務に因り死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかった場合等において、その者又は

その者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害は、補償されなければならず、この補償の迅速

かつ公平な実施を確保するために」公務災害補償制度が法律で定められており、療養補償、休業補償、傷病補償、

障害補償、介護補償、遺族補償又は葬祭補償に関する事項が定められております。なお、公務災害の種類には、

公務災害と通勤災害があります。

※平成２２年度は、公務災害の認定はありませんでした。



◆共済制度の概要　

　地方公務員の共済組合制度は、社会保険制度の一環として、相互救済によって組合員及びその家族の生活の安

定と福祉の向上に寄与するとともに、職務の能率的運営に資することを目的として設けられております。

　地方公務員の共済組合は、その目的を達成するために、大きく分けて次の３つの事業を行っております。

　　◇短期給付事業・・組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対して、必要な給付を行って

                              います。

　　◇長期給付事業・・組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付を行っています。

８　勤務条件に関する措置の要求の状況

◆制度の概要

　　◇福祉事業・・・・・・健康診査などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金の貸付などを行なって

                 　　　　　　 います。

　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、地方公共団体の当局により適当

な措置がとられるべきことを要求することができる制度です。（地方公務員法第４６条）

　勤務時間の長さ、休憩時間あるいは休暇に関する問題などが あります。

　◇給　与

　 給与は、勤務条件の基本的事項であるだけに、措置要求の対象としては最も多いものと考えられ、給与

ベースの改定、初任給及び給料額の不均衡是正、昇給制度の改善又は昇給の完全実施、超過勤務手当

の完全支給、宿日直手当などの諸手当の増額、諸手当の支給を受ける者の範囲、種類、額の改善などが

あります。

　◇勤務時間

※件数及び処理状況

　平成２２年度における措置要求はありませんでした。

　◇その他の勤務時間

　給与、勤務時間以外の勤務条件としては、旅費の種類、金額支給条件の改善、執務環境の改善などが

あります。

９　不利益処分に関する不服申し立ての状況

※件数及び処理状況

　不利益処分は、職員の地位又はその身分の取り扱いに関しての意に反して行う不利益な処分のことで、この

処分に対する不服申し立ては、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内にしなければなら

ず、処分があったことを知らなかった場合でも、処分のあった日の翌日から起算して１年を経過したときは、不

服申し立てをすることができない制度です。（地方公務員法第４９条の３）

　平成２２年度において不利益処分に関する不服申し立てはありませんでした。


